
1 
 

平成 28-29 年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
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災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 
 

研究代表者   宮﨑 美砂子 千葉大学大学院看護学研究科 教授 

研究要旨 
本研究の目的は、統括的な役割を担う保健師（以下、統括保健師）のための災害時の管理実践

に係るマニュアル及び研修ガイドラインの作成、それらの検証である。 
マニュアル・研修ガイドラインは、以下の手順により作成した。まず、わが国における過去の

災害対応記録及び関係者へのヒアリング調査から、統括保健師に求められる災害時のコンピテン

シーの内容項目を抽出し、研究者らによる検討を加え、災害時における統括保健師のコンピテン

シー（案）を作成した。次いで、全国の統括保健師（都道府県の本庁、保健所設置市、大規模災

害が想定される３県の保健所・市町の統括保健師 計 255 名）を対象に、災害時における統括保

健師のコンピテンシー（案）に対する意見、災害時の統括保健師の役割・権限、育成方法の現状

と課題について、郵送自記式質問紙調査を行った。これらによる災害時における統括保健師のコ

ンピテンシー検討結果を踏まえ、マニュアル・研修ガイドラインの原案を作成した。原案に対し

て、災害時の対応に経験豊かな、管理期にある熟練保健師を対象に、グループヒアリングを行い、

マニュアル・研修ガイドラインに記載すべき内容を精錬し、マニュアル・研修ガイドライン（案）

を確定させた。このマニュアル・研修ガイドライン(案)の実用性及び効果を検証するため、現場

適用に協力の得られた４県の本庁の保健師人材育成担当者に、統括保健師を対象とした災害時研

修の企画・実施・評価に本マニュアル・研修ガイドラインを活用してもらい、その活用の過程、

研修受講者の成果を調べた。 
研修受講者の受講直後及び 2 か月後の自己評価の回答から、企画された研修は、統括保健師と

しての自覚と災害時における役割の理解、役割遂行に対する自己の問題点の把握、災害に向けた

平時からの役割遂行に対して効果のあることが確認できた。県本庁の人材育成担当者からは、従

来の研修の企画に比べて、コンピテンンーを活用したことにより、研修企画・実施・評価が系統

的で一貫性を担保できると評価された。一方で研修プログラムの具体的な構成や方法、特にシミ

ュレーション事例の作成と活用、リフレクションの活用等において課題が見出されことから、マ

ニュアル・研修ガイドラインの改善点を検討し反映させた。研究成果として「統括保健師のため

の災害に対する管理実践マニュアル・研修ガイドライン」を完成させた。 
本マニュアル・研修ガイドラインは、社会実装の段階としては、４県の現場への適用と検証の

いわば単発の検証段階といえる。本マニュアル・研修ガイドラインが多様な現場で活用され、更

なる検証と洗練が今後求められるところである。そのためには、このマニュアル・研修ガイドラ

インが保健師の人材育成体系と関連づけて活用されることや、職場での OJT において活かされ

るよう職場環境等のあり方とも関連づけていく必要がある。 
分担研究者 
奥田 博子 国立保健医療科学院 健康危機管理研究部 上席主任研究官 
春山 早苗 自治医科大学 看護学部 教授 
金谷 泰宏 国立保健医療科学院 健康危機管理研究部 部長 
研究協力者 
吉富 望  日本大学危機管理学部 教授   
井口 紗織 東京工科大学医療保健学部 助教 
植村  直子 千葉大学大学院看護学研究科 特任研究員 
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Ａ．研究目的  

本研究は、統括的な役割を担う保健師

（以下、統括保健師）のための、災害対策

における管理実践に係るマニュアル及び

研修ガイドライン（以下、マニュアル・研

修ガイドライン）の作成、それらの検証

を目的とするものである。  
統括保健師は、平時はもとより、災害

時において、保健活動推進の要となるこ

とが過去の災害事例の検証からも示され

ているが１）～３）、災害時に担うべき役割、

コンピテンシー、人材育成方法は明確に

なっていない。  
「地域における保健師の保健活動につ

いて（平成 25 年 4 月 19 日健発 0419 第

1 号）」において保健活動を組織横断的に

総合調整及び推進し、技術的及び専門的

側面から指導役割を担う部署を組織内に

位置づけ、統括的役割を担う保健師を配

置するよう務めることが示された。平成

29 年 5 月 1 日時点での配置の実態は、都

道府県では 46 自治体（全都道府県のうち

97.9％）、市区町村では 866 自治体（全市

区町村のうち 49.7％）である。また統括

保健師の数は合計 1,331 人であり、都道

府県では、本庁に 56 人（都道府県配置の

19.6％）、保健所に 214 人（同 74.8％）、

また市区町村では、本庁に 444 人（市区

町村配置の 42.5％）、保健所に 48 人（同

4.6％）、市町村保健センターに 399 人（同

38.2％）の状況にある（平成 29 年 5 月 1
日時点  厚生労働省  保健師活動領域調

査）。  
近年の災害は、その原因、規模、地域背

景も多様であり、発災対応においては、

情報分析力と活動を組織的に推進してい

くリーダーシップが求められている。こ

うした状況のなかで、災害時における統

括保健師の役割・機能の充実と実効力を

高めるために、統括保健師のための災害

時の管理実践マニュアルとして、その役

割・機能の内容、必要と考えられる組織

体制の在り方を示すこと、また、統括保

健師の災害時の管理実践能力の開発及び

育成に向けて、都道府県や保健所設置市

の本庁における人材育成担当部署が、職

員の体系的な人材育成の一環で計画する

災害時の対応力を高める研修の企画・実

施・評価において役立つ研修ガイドライ

ンを提示すること、をねらいとする。  
汎用性の高いマニュアル、研修ガイド

ライン、研修プログラムを提示し、それ

らが各自治体の人材育成担当者や人事担

当者に活用されることにより、災害対策

を視野に入れた統括保健師の配置及び育

成の進展、地域保健活動における災害対

策の進展が期待できる。  
【本研究の特色】  
１．災害時の管理実践を情報分析力とリ

ーダーシップに着目して検討する。  
２．マニュアル及び研修ガイドライン作

成にあたり記載するエビデンスレベル

を明確にするための現状調査ならびに

学際的検討を国内外の動向を踏まえ行

う。  
３．現状調査は、地域活動拠点別、地域特   

性別、災害種別といった複数の観点か  
ら災害時の情報の管理・活用の実際を  
多事例の収集（一部は詳細調査）によ  
り検討する。  

４．学際的検討は、有事の専門機関であ  
る警察・消防・自衛隊、企業等における  
災害時の情報管理、リーダーシップ、  
育成方法の知見から統括保健師の育成  
への応用可能性の検討を行う。  

５．汎用性の高いマニュアル、研修ガイ  
ドライン及び人材育成プログラムとす

るための実地検証を行う。  
＜用語の定義＞  
統括保健師：災害時において所属自治体

（組織）において、派遣保健師の調整等

を部署横断的に担う保健師とする。所属

自治体から当該役割について発令を受け

ているかどうかは問わないものとする。  
Ｂ．研究方法  

本研究は２か年計画で実施した。平成



3 
 

28 年度は、統括保健師のためのマニュア

ル及び研修ガイドラインに記載するエビ

デンスレベルを明確にするための調査を

実施した。具体的には、①文献レビュー・

災害時対応事例の調査（分担研究１～３）、

②学際領域の危機管理支援人材の育成方

法の調査（公衆衛生領域の他専門職、有

事の専門機関である警察・消防・自衛隊

及び企業の危機管理部門における人材育

成方法の調査（分担研究４及び５）、③災

害時における統括保健師のコンピテンシ

ー・役割等に対する意見調査（分担研究

６）を行った。  
平成 29 年度は、前年度の結果を踏まえ

て、①災害対策における統括保健師のた

めの管理体制運用マニュアル及び研修ガ

イドライン（案）の検討と策定（分担研究

７~９）、②上記の現場への適用による研

修プログラムの立案・実施・評価（分担研

究 10）、③2 か年の研究成果を踏まえての

マニュアル及び研修ガイドラインの総合

検証を行った。  
（倫理面への配慮）  

関係者へのヒアリング調査、質問紙調

査のそれぞれにおいて、研究代表者の所

属機関における研究倫理審査委員会にて

研究計画の承認を得ると共に（承認番号

28-37、承認番号 28-54、承認番号 28-84、
承認番号 29-32、承認番号 29-78）、研究

遂行においては倫理的配慮を遵守した。  
 
Ｃ．研究結果  
１．災害時における統括保健師のコンピ

テンシーに関する仮説的枠組み（4 領

域・89 項目）の導出  
米国の公衆衛生専門職の災害に対する

コア・コンピテンシー・モデル（Public 
Health Preparedness and Response: 
Core Competency Model（CDC＆

ASPH,2010)）４）を参考に、本研究にお

ける文献レビュー・ヒアリング調査結

果、学際領域の危機管理支援人材の育成

に関する調査の結果を踏まえ、災害時に

おける統括保健師のコンピテンシーとし

て 4 領域（リーダーシップ、情報知識の

形成と運用、計画策定と推進、職員の健

康安全管理）・89 項目を導出した。  
 リーダーシップ（27 項目）には、＜

非常時の意思決定＞、＜自己と他者の行

動の管理・すべての人々や文化の尊重

＞、＜組織内外の関係者との協働の促進

＞、＜変化する状況への持続的対応＞、

＜自己の役割権限の遵守＞の下位領域が

含まれた。情報知識の形成と運用（48
項目）には、＜情報収集の努力の指向力

＞、＜情報収集力＞、＜情報の分析力

＞、＜情報の使用・活用力＞の下位領域

が含まれた。計画策定と推進 (10 項目 )に
は、被災の影響や格差を考慮した対策を

講じることができる、状況変化やスピー

ドに応じた PDCA の展開を図ることが

できる、等の内容が含まれた。職員の健

康安全管理（4 項目）には、こころのケ

アの個別対応と普及啓発の企画・実施が

できる、等の内容が含まれた。  
 
２．災害時における統括保健師のコンピ

テンシー・役割等に対する意見調査  
 全国の都道府県及び保健所設置市の本

庁、大規模災害が想定される３県の保健

所・市町村の統括保健師（計 255 名）を

対象に、上記１）を基に「災害時におけ

る統括保健師のコンピテンシー、役割・

権限、育成方法に関する現状・意見」を

把握するための質問紙を作成し郵送調査

を実施した。回収率 53.73%であった。

災害時における統括保健師のコンピテン

シーとして提示した 4 領域・89 項目に

ついては、「とても重要である」「重要で

ある」との回答が多くを占めたが、現状

における課題として、統括保健師の役

割・権限・責任の明文化と組織内（災害

対策本部、保健福祉対策部署内）での共

有、統括保健師を支える体制、統括保健

師としての自覚、平時からの統括役割の

遂行、状況のイメージ力の形成、平時か

らの地域及び住民の状況理解、平時から

の関係者との連携等が挙げられた。  



4 
 

３．マニュアル・研修ガイドライン原案

の作成と精錬  
前述の１及び２の成果を基に、マニュ

アル・研修ガイドラインの原案を作成し

た。その内容について、３つの観点（①

災害時対応に経験豊かな管理的立場の保

健師 4 名を対象にフォーカス・グルー

プ・インタビューによる内容の妥当性の

検討、②他領域の関係者との調整及び合

意形成の検討、③マニュアル・研修ガイ

ドラインの現場適用による研修プログラ

ムの立案・実施・評価（案）の提示及び

関連研修との調整）から検討を加えた。  
その結果、マニュアル・研修ガイドラ

イン原案に記載していた統括保健師の災

害時のコンピテンシー4 領域・89 項目

は、災害時対応に経験豊かな管理的立場

にある保健師へのヒアリングを経て 3 領

域・87 項目の内容に精査し（表）、さら

に国・地方自治体等による既存の人材育

成研修との関係、マニュアル・研修ガイ

ドラインを活用した研修企画の流れ（手

順）を明示し、マニュアル・研修ガイド

ライン（案）とした。  
 

表 統括保健師の災害時のコンピテンシ

ー3 領域・87 項目  

【領域 1.リーダーシップ】には＜1-1 非常

時の意思決定＞、＜1-2 支援従事者の役割行

動の組織化と管理・個人の尊重＞、＜1-3 組

織内外の関係者との協働の促進＞、＜1-4 変

化する状況への持続的対応＞、＜1-5 自己の

役割権限の遂行＞、＜1-6 支援従事者の健康

安全管理＞の６区分から成る 30 項目を含

む。【領域 2.情報知識の形成と運用】には＜

2-1 情報収集の努力の指向＞、＜2-2 情報収

集＞、＜2-3 情報の分析＞、＜2-4 情報の使

用・活用＞の４区分から成る 47 項目を含

む。【領域 3.計画策定と推進】は 10 項目を

含む。  

 
なお統括保健師の災害時のコンピテン

シー3 領域の関係は、リーダーシップと

情報知識の形成と運用のコンピテンシー

が相まって発揮されることにより、計画

策定と推進のコンピテンシーが発揮さ

れ、それらにより、統括保健師の災害時

における保健活動の推進及び調整役割が

発揮されるものとした。また災害時に求

められる統括保健師のコンピテンシーの

基盤には、保健師としての基本的な実践

能力、災害時の保健活動に関する実践能

力、統括保健師としての平時からの組織

横断的な調整能力が存在するものとした

（図）。  
 

４．マニュアル・研修ガイドライン

（案）の現場適用による検証と精錬  
マニュアル・研修ガイドライン（案）

を 4 県の本庁の保健師人材育成担当者に

統括保健師を対象とする災害時研修企画

に活用してもらい現場適用による検証を

行った。  
現場適用の結果から、マニュアル・研

修ガイドラインを活用し企画した研修

は、統括保健師としての自覚と災害時に

おける役割の理解、役割遂行に対する自

己の問題点の把握、災害に向けた平時か

らの役割遂行に対して効果のあることが

確認できた。また従来の研修の企画・実

施・評価に比べて、コンピテンンーを活

用したことにより研修企画・実施・評価

が系統的で一貫性を担保できると評価さ

れた。一方で研修プログラムの具体的な

構成や方法、特にシミュレーション事例

の作成と活用、リフレクションの活用等

において課題が見出されことから、マニ

ュアル・研修ガイドラインの改善点を検

討し反映させた。  
 
D.考察  
１．統括保健師の災害時の能力について

の知見  
平成 28 年度の研究知見から得られた

内容は、災害時において統括保健師に求

められる能力とは、発災後の時間経過の

中で、組織としての動きと時間軸の動き

とを合わせてイメージできる力であり、
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加えて、包括的指示の解釈力、情報収集

や、人員配置及び部門間の役割分担等の

すべてにかかわる調整力、さらにチーム

構成員への配慮や能力査定を含むチーム

の機動性の促進が導出された。  
平成 29 年度の研究知見からは、状況

を予測する、災害活動の全体に対してイ

メージし見通しをもてる、俯瞰してみる

力でと客観的に見る力、職員の健康安

全、リーダーシップの基となる他機関と

の連携、部下の育て方、業務の進め方、

人に対する礼儀、言い方の配慮ができ

る、役割に対する自覚がもてる、分析に

基づいて根拠をもって意見が言える、が

導出された。  
上記２か年において導出された知見は

共通性が高く、これらは統括保健師の災

害時のコンピテンシーのコアとなる部分

と考えられた。  
 
２．作成した統括保健師のための災害対

策における管理実践に係るマニュアル及

び研修ガイドラインの意義と活用 

 このマニュアル・研修ガイドラインは、

災害時における統括保健師の役割・機能

の充実と実効力を高めるために、統括保

健師のための災害時の管理実践マニュア

ルとして、その役割・機能の内容、必要と

考えられる組織体制の在り方を示すこと、

また、統括保健師の災害時の管理実践能

力の開発及び育成に向けて、都道府県や

保健所設置市の本庁における人材育成担

当部署が、職員の体系的な人材育成の一

環で計画する災害時の対応力を高める研

修の企画・実施・評価において役立つ研

修ガイドラインを提示すること、を目的

としたものである。 

 管理実践マニュアルの部分は、平成 28

年度において、全国の統括保健師を対象

に実施した意見調査、厚生労働省保健師

活動領域調査等の結果、関係者へのヒア

リングに基づき整理した。統括保健師の

組織的な位置づけは自治体によって状況

が異なるが、2 年間の研究を通じて、統括

保健師の災害時の役割・機能を発揮させ

ていくための在り方として以下の知見を

得た。すなわち、１つには、保健師職能内

での統括保健師の機能・役割の認知と統

括保健師を支える体制づくり、もう１つ

は、統括役割を担う保健師自身がその役

割に対する自覚をもち、意識的に役割行

動・態度をとることの重要性である。こ

のようにして、統括保健師の役割・権限

の明確化と行政組織における共通理解の

形成を図ることは統括保健師の役割発揮

の基盤として重要である。 

統括保健師の災害時の機能・役割は、

平時における統括者としての機能・役割

遂行が基にあり、さらにその基盤には保

健師職能としての能力の涵養と災害時対

応の基本となる知識が存在する。それ故

に統括保健師の災害時の能力開発は、研

修だけで可能となるものではない。キャ

リア初期段階から系統的に能力を涵養で

きるよう、人材育成の体系に位置づけて

いくことが重要である。 

具体的な研修のあり方として、平成 28

年度の研究から明示されたことは、統括

保健師の災害時の能力開発方法として、

思考や判断・行動を実質化するための反

復訓練や、訓練機会を計画的に持つこと

の必要性が示唆された。教育機会を体系

的に計画するには、修得すべきコンピテ

ンシーを基盤においた教育体系と評価方

法の確立が必要であり、とくに、形式的

な知識を、思考力や判断・行動力に転換

していく実践的な教育を包含するプログ

ラムが必要と示唆された。コンピテンシ

ーの修得において、評価者の役割の重要

性についても示唆を得た。 

本マニュアル・研修ガイドラインにお

いて特に研修ガイドラインの部分は、①

コ ン ピ テ ン シ ー を 基 盤 に 置 い た

（Competency-based）研修の企画・実施・

評価、②各自治体における研修ニーズに

基づき企画する人材育成研修、③研修時

のリフレクション（振り返り）と評価方

法の明確化及び研修後の継続的な能力開
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発、に活用できることを特徴とした。４

つの県における現場適用と検証から、こ

れらの特徴を包含した研修企画は、統括

保健師の災害時対応力の開発のうえで、

統括保健師であることの自覚の促し、統

括者としての役割の理解とそのために必

要な知識の理解、統括者としての自身の

課題の明確化と方向づけの点で意義があ

ることが確認できた。 

公衆衛生従事者を対象とした災害研修

プログラムに関する国内外の文献検討結

果を見ると（本稿の末尾に資料として掲

載）、集合型対面研修だけでなく、オンラ

イン学習など複数の手段がそれぞれの手

段の特徴を活かして用いられている。研

修の理論的基盤に用いられている考え方

は competency-based、adult learning、

problem-based learning など様々ある。

この中でコンピテンシーに基づく教育は

職務遂行能力とパフォーマンスの向上を

ねらいとしており、それを支えるにはコ

ンピテンシーに基づいたキャリア・パス

の枠組みとラーニング・プレイスとなる

職場の環境改善が必要との指摘がある 5)。 

本マニュアル・研修ガイドラインが現

場で活用され、さらに洗練されていくた

めには、本マニュアル・研修ガイドライ

ンを人材育成や OJT とも関係づけて活用

できるようにしていくことが重要である。

保健師の能力開発はキャリアラダーとし

て整理されたところであり 6)、そのよう

な前提を踏まえて、災害時の統括保健師

の能力を開発していく必要がある。 

 本マニュアル・研修ガイドラインは、

社会実装の研究開発段階 7)と照合すると、

4 県での実証に基づく精査を経て完成さ

せたところであり、単発的な実験段階に

あると考えられる。今後多様な現場で活

用され、その評価に基づき、改訂を加え

ながら洗練させていく意義がある。 

 

 

 

 

Ｅ．結論  
調査を通して浮かび上がった、災害時

において統括保健師に求められる能力と

は、発災後の時間経過の中で、組織とし

ての動きと時間軸の動きとを合わせてイ

メージできる力であり、加えて、包括的

指示の解釈力、情報収集や、人員配置及

び部門間の役割分担等のすべてにかかわ

る調整力、さらにチーム構成員への配慮

や能力査定を含むチームの機動性の促進

である。これらを踏まえマニュアル・研

修ガイドライン原案に記載すべき統括保

健師の災害時のコンピテンシーはリーダ

ーシップ、情報知識の形成と運用、計画

策定と推進の 3 領域から成る 87 項目に

整理された。さらに国・地方自治体等に

よる既存の人材育成研修との関係、マニ

ュアル・研修ガイドラインを活用した研

修企画の流れ（手順）を明示し、マニュア

ル・研修ガイドライン（案）を策定した。  
このマニュアル・研修ガイドライン（案）

を 4 県の本庁の保健師人材育成担当者に

統括保健師を対象とする災害時研修企画

に活用してもらい現場適用による検証を

行った。その結果、受講者の成果として、

統括保健師としての自覚と災害時におけ

る役割の理解、役割遂行に対する自己の

問題点の把握、災害に向けた平時からの

役割遂行に対して効果のあることが確認

できた。また従来の研修の企画・実施・評

価に比べて、コンピテンンーを活用した

ことにより研修企画・実施・評価が系統

的で一貫性を担保できると評価された。

一方で研修プログラムの具体的な構成や

方法、特にシミュレーション事例の作成

と活用、リフレクションの活用等におい

て課題が見出されことから、マニュアル・

研修ガイドラインの改善点を検討し反映

させた。  
本マニュアル・研修ガイドラインは、

社会実装の段階としては、４県の現場へ

の適用と検証のいわば単発の検証段階と

いえる。本マニュアル・研修ガイドライ

ンが多様な現場で活用され、更なる検証
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と洗練が今後求められるところである。

そのためには、このマニュアル・研修ガ

イドラインが保健師の人材育成体系と関

連づけて活用されることや、職場での

OJT において活かされるよう職場環境等

のあり方とも関連づけていく必要がある。 
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  なし  
 
G.研究発表  
1.  論文発表  
(1）Chang S, Ichikawa M, Deguchi H 

and Kanatani Y. A General 
Framework of Resource Allocation 
Optimization and Dynamic 
Scheduling. SICE Journal of 
Control, Measurement and System 
Integration.2017; 10(2): p77-84. 
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図  統括保健師に求められる災害時のコンピテンシーの構成 

統括保健師の災害時における保健活動の推進及び調整役割の発揮 

1-1 非常時の意思決定 

1-2 支援従事者の役割行動

の組織化と管理・個人の尊

重 

1-3 組織内外の関係者との

協働の促進 

1-4 変化する状況への持続

的対応 

1-5 自己の役割権限の遂行 

1-6 支援従事者の健康安全

１．リーダーシップ 

2-1 情報収集の努力の指向 

2-2 情報収集 

2-3 情報の分析 

2-4 情報の使用・活用 

２．情報知識の形成と運用

１．リーダーシップ 

3. 計画策定と推進 

統括保健師としての平時からの組織横断的な調整能力 

災害時の保健活動に関する実践能力 

統括保健師として期待される災害時のコンピテンシー 

保健師としての基本的な実践能力 

保健師職能として基盤となる災害時のコンピテンシー 


